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第4章 	包摂と多様性がもたらす持続的な社会の発展に向けて
第1節	 一億総活躍社会の実現

	1	ニッポン一億総活躍プラン
（あらゆる場で誰もが活躍できる、全員参加型の社会の実現）
2016（平成28）年6月2日に、あらゆる場で誰もが活躍できる、全員参加型の社会を
目指すため、「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定された。
同プランでは、少子高齢化の進行が、労働供給の減少のみならず、将来の経済規模の縮
小や生活水準の低下を招き、経済の持続可能性を危うくするという認識が、将来に対する
不安・悲観へとつながっているとし、少子高齢化という構造的な課題に取り組み、女性も
男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、
職場で、地域で、あらゆる場で、誰もが包摂され活躍できる社会「一億総活躍社会」の実
現を目指すとした。
一億総活躍社会とは、「成長と分配の好循環」を生み出していく新たな経済社会システ
ムの提案である。すなわち、全ての人が包摂される社会、一億総活躍社会が実現できれ
ば、安心感が醸成され、将来の見通しが確かになり、消費の底上げ、投資の拡大にもつな
がる。さらに、一人一人の多様な能力が十分に発揮され、多様性が認められる社会を実現
できれば、新たな着想によるイノベーションの創出を通じて、生産性が向上し、経済成長
を加速することが期待される。このように、「ニッポン一億総活躍プラン」では、アベノ
ミクス（大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略）による成長
の果実を活用して、子育て支援や社会保障の基盤を強化し、それが更に経済を強くすると
いう新たな経済社会システム作りに挑戦するという「成長と分配の好循環」メカニズムを
提示している（図表4-1-1）。
誰もが活躍できる一億総活躍社会を創っていくため、「ニッポン一億総活躍プラン」で
は、「希望を生み出す強い経済」、「夢をつむぐ子育て支援」、「安心につながる社会保障」
という新たな3本の矢を掲げているが、その中で特に本白書のテーマと関わりが深いのは
「安心につながる社会保障」に向けた取組みの「健康寿命の延伸」、「障害者、難病患者、
がん患者等の活躍支援」及び「地域共生社会の実現」である（図表4-1-2）。

	2	働き方改革
（働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を目指して）
一億総活躍社会実現に向けた最大のチャレンジが、働き方改革である。政府は、2017

（平成29）年3月28日に「働き方改革実行計画」を働き方改革実現会議において決定し
た。
我が国の経済成長の隘路の根本には、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少という構造

的な問題に加え、イノベーションの欠如による生産性向上の低迷、革新的技術への投資不
足がある。日本経済の再生を実現するためには、投資やイノベーションの促進を通じた付
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者雇用や治療と仕事の両立支援などの取組みを実施する上で、組織のトップによる意識改
革の実行で組織内の機運を醸成することも有効である。
企業における意識改革や受け入れ体制の整備などを進めるため、国では、2で記載した

事例の収集・分析・展開などの各支援施策に取り組んでいくこととしている。

（複雑化・多様化するニーズに対応した包括的な支援）
昨今では、様々な分野の問題が絡み合って複雑化したり、世帯単位で複数分野の課題を
抱えるといった状況が見られる。高齢の親と働いていない独身の50代の子とが同居して
いる世帯（いわゆる「8050問題」＊4）、介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダ
ブルケア」）、障害のある子の親が高齢化し介護を要する世帯などの複合的な支援を必要と
する人や世帯が見られる。このほか、障害や病気を有する家族やひきこもり状態にある家
族を支える家族自身も、高齢化などにより問題を抱えているといった状況も見られる。
このような個人や世帯が抱える問題の複雑化・多様化に対しては、住民にとって最も身

近な行政主体である市町村において、多機関の協働による包括的・総合的な相談体制の構
築を進めている。改正後の社会福祉法では、地域子育て支援拠点、母子健康包括支援セン
ター、地域包括支援センター、障害者相談支援事業所、子ども・子育て支援法（平成24
年法律第65号）に基づく利用者支援事業の実施事業所などの福祉の各分野における相談
支援事業者が、利用者からの相談を通じて、利用者自身とその利用者の属する世帯が抱え
る生活課題を把握した場合に、必要に応じて適切な機関につないでいくことを努力義務と
している。また、相談支援機関が協働して、課題を解決するネットワークの整備などを通
じて、包括的な支援体制を整備していくことが市町村の努力義務とされ、これに加えて、
世帯全体の複合化・複雑化した課題を受け止める包括的な相談支援体制づくりに取り組む
自治体を支援する事業を実施している。
また、このような地域包括支援体制を確保していく上で、専門職の役割が重要となる。

これまで保健医療福祉の対人支援を担う専門職は、それぞれの専門的資質を高める観点か
ら専門分化された養成課程により養成されてきた。しかし、住民とともに地域のコミュニ
ティをつくっていく、本人に寄り添いながら伴走型の支援を提供する、世帯単位で複合
化・複雑化した課題に対応する、といった機能を果たしていくためには、これまでの専門
分化された養成の仕組みだけでは十分とは言えない。また、保健医療福祉の中での人材移
動を円滑にし、汎用性の高い多様な人材の育成を行うという視点も重要である。このた
め、専門性の確保に配慮しつつ、保健医療福祉の各資格に共通する基礎的な知識や素養を
身につけ地域包括支援体制を担うことのできる専門人材を育成するため、保健医療福祉の
共通基礎課程の創設に向けた検討を進めている。共通基礎課程創設までの間の当面の措置
として、2018（平成30）年度から福祉系国家資格を持つ者への保育士養成課程・保育士
試験科目の一部免除の措置を講じている＊5。

＊4	 平成28年度厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立相談支援事業における中高年ひきこもり者とその家族への効果的な支援に関
する研究報告書」（平成29年3月31日　一般社団法人インクルージョンネットかながわ）によると、80歳代の親と50歳代の無業のひ
きこもり者が同一世帯で生活していることを「8050問題」と呼んでいる。

＊5	 福祉系国家資格所有者（介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士）が保育士試験を受験する際に、全9科目のうち3科目（社会福祉、
児童家庭福祉、社会的養護）の受験を免除する、介護福祉養成施設の卒業者が指定保育士養成施設で学ぶ場合に、必修科目のうち6科目

（10単位）の履修免除を行うなどの措置を講じている。
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第３章

健康づくりの目標と取組 

（健康づくり計画）

資料２
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１ 健康づくりの基本的な考え方 

（１）健康づくり計画の目標と基本方針

前計画期間中の取組により、市民の健康意識が着実に高まりつつある一方で、前計画

策定時に抽出された本市の健康課題の多くは、現在も残っています。本計画においても、

引き続き「ヘルスプロモーション」の考え方に基づき、これら健康課題の解消を図り、

健康寿命の延伸の実現をめざします。 

本市では、前計画期間中、企業、事業所、関係団体等と連携し、いつでも、どこでも、 

だれでも気軽に取り組める健康づくり「しゅうなんスマートライフチャレンジ」に取り

組み、一定の成果を上げることができました。具体的なチャレンジメニューは、社会の

情勢変化等に伴い、必要に応じて見直すことになりますが、本計画期間中においても、

この取組を本市における健康づくりの主要事業と位置づけ、継続することとします。 

なお、現状と課題の整理及びそれに対する具体的な取組の設定にあたっては、健康づ

くりの 6 つの分野（①栄養・食生活 ②身体活動・運動 ③こころの健康と休養 ④歯・

口腔 ⑤たばこ・飲酒 ⑥健康管理）ごとに整理し、生涯を通じた健康づくりを支援し

ます。 

１ 生活習慣の改善

健 康 寿 命 の 延 伸

２ 健康管理の実践

３ 健康づくり支援のための環境整備

基

本

方

針

【健康づくり計画がめざすもの】
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（２）健康づくり計画の体系

※しゅうなんスマートライフチャレンジとは、国が推進する健康寿命を延ばす国民運動

「スマートライフプロジェクト」の一環として、市民が自発的かつ積極的に健康の維

持増進に取り組めることを目的とし、地域、企業、関係団体等と連携して進める「い

つでも、どこでも、だれでも」気軽に取り組める健康づくりチャレンジです。

◆ １日３食、栄養バランスを考えながら食べよう

◆ 毎食、野菜を食べよう

◆ 塩分をとりすぎないようにしよう

◆ 適正体重を知り、自分に合った食事量にしよう

◆ 日々の生活の中で意識的に身体を動かそう

◆ 自分に合った運動を見つけよう

◆ 積極的に外に出よう

◆ 睡眠による休養の大切さを知り、
十分な睡眠を取ろう

◆ 自分に合ったストレス解消方法を見つけよう

◆ 適切な口腔ケアを実践しよう

◆ 子どもの時からよく噛む習慣を身につけよう

◆ 定期的に歯科健診を受けよう

◆ たばこの健康への影響を理解し、禁煙しよう

◆ 望まない受動喫煙を防止しよう

◆ 適正な飲酒量を守り、休肝日を設けよう

◆ 年に1回健診（検診）を受け、
結果を生活習慣の改善につなげよう

◆ 正しい知識を身につけ、生活習慣を見直そう

◆ 妊産婦・乳幼児健康診査を受けよう

行 動 目 標分 野

健

康

寿

命

の

延

伸

基本目標

歯・口腔

こころの健康と休養

たばこ・飲酒

栄養・食生活

身体活動・運動

健康管理

健
康
寿
命
を
延
ば
す
市
民
運
動
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1 

○厚生労働省告示第四百三十号

健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項の規定に基づき、国民の健康の増進の総合的

な推進を図るための基本的な方針）平成十五年厚生労働省告示第百九十五号）の全部を次のように改

正し、平成二十五年四月一日から適用することとしたので、同条第四項の規定に基づき公表する。 

  平成二十四年七月十日 

厚生労働大臣 小宮山洋子 

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針 

 この方針は、21 世紀の我が国において尐子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣及び社会

環境の改善を通じて、子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いながら希望や生きがいを持ち、

ライフステージ（乳幼児期、青壮年期、高齢期等の人の生涯における各段階をいう。以下同じ。）に

応じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現し、その結果、社会保障制度が持続可能な

ものとなるよう、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、平成 25 年度か

ら平成 34 年度までの「二十一世紀における第二次国民健康づくり運動（健康日本 21（第二次））」

（以下「国民運動」という。）を推進するものである。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向

一 健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、生活習慣病の予防、社会生活を営

むために必要な機能の維持及び向上等により、健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限される

ことなく生活できる期間をいう。以下同じ。）の延伸を実現する。 

また、あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築することにより、健康格

差（地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態の差をいう。以下同じ。）の縮小を実現

する。 

二 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（ＮＣＤの予防） 

がん、循環器疾患、糖尿病及びＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患をいう。以下同じ。）に対処する

ため、食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防（生活習慣を改善して健康を増進し、生

活習慣病の発症を予防することをいう。）に重点を置いた対策を推進するとともに、合併症の発

症や症状の進展等の重症化予防に重点を置いた対策を推進する。 

（注）がん、循環器疾患、糖尿病及びＣＯＰＤは、それぞれ我が国においては生活習慣病の一つ

として位置づけられている。一方、国際的には、これら四つの疾患を重要なＮＣＤ（非感染性

疾患をいう。以下同じ。）として捉え、予防及び管理のための包括的な対策を講じることが重

視されているところである。 

三 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

国民が自立した日常生活を営むことを目指し、乳幼児期から高齢期まで、それぞれのライフス

テージにおいて、心身機能の維持及び向上につながる対策に取り組む。

また、生活習慣病を予防し、又はその発症時期を遅らせることができるよう、子どもの頃から

健康な生活習慣づくりに取り組む。 

さらに、働く世代のメンタルヘルス対策等により、ライフステージに応じた「こころの健康づ

くり」に取り組む。 

四 健康を支え、守るための社会環境の整備 

個人の健康は、家庭、学校、地域、職場等の社会環境の影響を受けることから、社会全体とし

て、個人の健康を支え、守る環境づくりに努めていくことが重要であり、行政機関のみならず、

広く国民の健康づくりを支援する企業、民間団体等の積極的な参加協力を得るなど、国民が主体

的に行う健康づくりの取組を総合的に支援する環境を整備する。 

 また、地域や世代間の相互扶助など、地域や社会の絆、職場の支援等が機能することにより、

時間的又は精神的にゆとりのある生活の確保が困難な者や、健康づくりに関心のない者等も含め

て、社会全体が相互に支え合いながら、国民の健康を守る環境を整備する。 
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（7）がん患者の治療と仕事の両立の推進
がん医療の進歩により、がんは長く付き合う病気となり、がん患者・経験者が、働きな

がらがん治療を受けられる可能性が高まっている。このため、がんになっても自分らしく
活き活きと働き、安心して暮らせる社会の構築が重要となっている。2016（平成28）年
2月には、企業における治療と仕事の両立支援の取組みを促進するため、「事業場におけ
る治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」を策定した（2022（令和4）年3月改
訂）。第三期の基本計画においても、がん患者の就労支援を含む「がんとの共生」を柱の
一つとして位置づけ、引き続き、がん患者などの就労を含めた社会的な問題について取り
組むこととしている。2017（平成29）年度に、患者自身や就労支援に携わる者が、がん
患者などのおかれた事情を総合的に把握するためのツールとして、「治療と仕事両立プラ
ン」を開発し、2018（平成30）年度より、そのプランを活用した就労支援を行う「がん
患者の仕事と治療の両立支援モデル事業」を実施した。同モデル事業のノウハウを各地に
広めていけるよう、関係者・機関と有機的な連携の下、「がん患者の就労に関する総合支
援事業」などの取組みにより、がん患者の就労支援を一層推進していく。

（8）がん研究の推進
がん研究は、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣の3大臣確認の下、2014（平

成26）年3月に「がん研究10か年戦略」を基軸として、健康・医療戦略に基づく医療分
野の研究開発に関する方針を踏まえ、がんの根治を目指した治療法の開発に加え、がん患
者とその家族のニーズに応じた苦痛の軽減や、がんの予防と早期発見、がんとの共生と
いった観点を重視して推進している。また、「ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェ
クト」として、「がん研究10か年戦略」に基づき、基礎研究の有望な成果を臨床研究など
へ導出し、がん医療の実用化を加速させてきた。2019（平成31）年1月より、「今後の
がん研究のあり方に関する有識者会議」を開催し、これまでのがん研究の評価や今後のあ
るべき方向性などを議論し、同年4月に「「がん研究10か年戦略」の推進に関する報告書

（中間評価）」を取りまとめた。本中間評価に基づき、科学技術の進展や臨床ニーズに見
合った研究を推進していく。

	2	国民健康づくり運動の展開
がん、循環器疾患、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患（COPD）などの生活習慣病は、日本

人の死因の約5割を占めるなど、日本人の健康にとって大きな課題となっている。また、
死亡のリスク要因を見てみると、喫煙などの個人の生活習慣と、これらと関係する高血
圧、高血糖などが上位となっている（図表8-4-2）。厚生労働省では、2000（平成12）
年から生活習慣の改善などに関する目標を盛り込んだ「21世紀における国民健康づくり
運動」（「健康日本21」）を開始し、一次予防の観点を重視しながら健康増進を図るための
国民運動を進めてきた。その間、2003（平成15）年には、健康増進法が施行され、
2011（平成23）年からは、幅広い企業連携を主体とした取組みとして「スマート・ライ
フ・プロジェクト」を開始するなど、様々な取組みを進めてきた。「スマート・ライフ・
プロジェクト」に取り組む企業・団体・自治体数は420団体（2012（平成24）年）から
6,853団体（2022（令和4）年3月）に増加しており、引き続き参加団体の増加に対する
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取組みを推進していく。2013（平成25）年度からは、「健康日本21」の取組み結果など
を踏まえて、「健康日本21（第二次）」を開始し、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を最
終的な目標として掲げた。健康寿命とは「日常生活に制限のない期間の平均」の値を国民
生活基礎調査と生命表を用いて推計したものであり、「健康日本21（第二次）」では、今
後延伸が予想される平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加を目標として掲げている。
2010（平成22）年の健康寿命は男性70.42年、女性73.62年であるが、直近の2019（令
和元）年では男性72.68年、女性75.38年となっており、男性で2.26年、女性で1.76年
延伸している。これは同期間中の平均寿命の延び（男性で1.86年（79.55年→81.41年）、
女性で1.15年（86.30年→87.45年））を上回るものとなっており、引き続き国民の健康
づくりに資する取組みを続けていく。

近 年、 が ん、 循 環 器 疾 患、 糖 尿 病、COPD な ど を 非 感 染 性 疾 患（Non 
Communicable Diseases：NCDs）という概念で一括りにとらえ、包括的な社会政策と
して取り組むことが国際的な潮流となっている。これは、NCDsの発症や重症化は、個
人の意識や行動だけでなく、個人を取り巻く社会環境による影響が大きいため、地域、職
場等における環境要因や経済的要因等の幅広い視点から、社会政策として包括的に健康対
策に取り組む必要があるという考えに基づくものである。「健康日本21（第二次）」の推
進に当たっては、こうした視点に立った対応が求められる。

非感染性疾患対策の重要性が増大していることや、近年の地域保健を取り巻く環境が変
化していることを踏まえ、2012年に「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」を改
正し、地域のソーシャルキャピタル（信頼、社会規範、ネットワークといった社会関係資
本等）を活用して、住民による自助及び共助への支援の推進や地域の特性をいかした健康
なまちづくりの推進を図るなど、地域保健対策の推進の基本的な方向性や重要事項を改め
て示すとともに、2013（平成25）年に「地域における保健師の保健活動に関する指針」
を改正し、地域保健を担う行政保健師が保健活動を行う上で留意すべき事項を示した。本
指針において、各自治体は体系的な人材育成を図ることとされており、2016（平成28）
年3月、「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ」で自治体におけ
る保健師の人材育成体制構築に向けた推進策が示された。これらを踏まえて、自治体保健
師の更なる資質向上及び人材育成体制の構築を推進している。

熱中症予防については、熱中症対策推進会議において、4～9月を熱中症予防強化のた
めのキャンペーン期間と定め、7・8月に留まらずに時期に応じた適切な呼びかけを行う
こととしている。

第2部　現下の政策課題への対応
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理栄養士等の確保や継続的に人材を供給できる体制の整備を進めている。さらに、がん、
腎臓病、摂食嚥下、在宅等、特定の領域別に特化した知識・技術を深めた管理栄養士を育
成するため、管理栄養士専門分野別人材育成事業を実施している。

（2）身体活動
身体活動（生活活動・運動）には、生活習慣病に至るリスクを下げる効果があるため、

厚生労働省では、2006（平成18）年に「健康づくりのための運動基準2006～身体活動・
運動・体力～報告書」（以下「旧基準」という。）と「健康づくりのための運動指針2006
～生活習慣病予防のために～〈エクササイズガイド2006〉」を策定し、これらを活用し
て身体活動・運動に関する普及啓発等に取り組んできた。

2013（平成25）年度から開始した「健康日本21（第二次）」では、①日常生活におけ
る歩数の増加、②運動習慣者の割合の増加、③住民が運動しやすいまちづくり・環境整備
に取り組む自治体数の増加、についての具体的な数値目標を設定している。上記の旧基準
等の策定から6年以上経過し、身体活動に関する新たな科学的知見が蓄積されてきたこと、
国民の歩数の減少等が指摘されており、身体活動の重要性について普及啓発を一層推進す
る必要があること等を踏まえ、「健康日本21（第二次）」の始期に合わせて旧基準の改定
を行い、「健康づくりのための身体活動基準2013」を策定した。

旧基準と異なる主な点は、①身体活動全体に着目することの重要性が国内外で高まって
いることから、「運動基準」から「身体活動基準」に名称を改めたこと、②身体活動の増
加でリスクを低減できるものとして、従来の糖尿病・循環器疾患等に加え、がん、ロコモ
ティブシンドローム（運動器症候群）及び認知症が含まれることを明示したこと、③子ど
もから高齢者までライフステージに応じた基準を検討し、科学的根拠があるものについて
基準を定めたこと、④保健指導の現場で生活習慣病予備群の方々にも安全に運動指導を
行っていただけるよう、保健指導の一環として運動指導を検討する際の具体的な手順を示
したこと、⑤身体活動を推進するための社会環境整備を重視し、まちづくりや職場づくり
における保健事業の活用例を紹介したことである。

また、新たな基準の内容を、指針として国民にわかりやすく伝えるため、親しみやすい
パンフレットを作成し、自治体や団体、個人でカスタマイズして自由に印刷・配布できる
電子媒体で提供することとした（図表8-4-4）。

これらにより、身体活動に関する普及啓発を推進し、「健康日本21（第二次）」の目標
達成に向けて取り組んでいくこととしている。
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健康運動指導士とは

1. 健康運動指導士とは

個々人の心身の状態に応じた、安全で効果的な運動を

実施するための運動プログラムの作成及び指導を行う者

健康運動指導士とは、保健医療関係者と連携しつつ安全で効果的な運動を実施するための運動プログラム作成及び実践指導計画の調整等を行う役割を担う者
をいいます。
この健康運動指導士の養成事業は、昭和63年から厚生大臣の認定事業として、生涯を通じた国民の健康づくりに寄与する目的で創設され、生活習慣病を予防
し、健康水準を保持・増進する観点から大きく貢献してまいりました。平成18年度からは、公益財団法人健康・体力づくり事業財団独自の事業として継続して実
施しております。
今般の医療制度改革においては、生活習慣病予防が生涯を通じた個人の健康づくりだけでなく、中長期的な医療費適正化対策の柱の一つとして位置づけられ
ており、今後展開される本格的な生活習慣病対策においては、一次予防に留まらず二次予防も含めた健康づくりのための運動を指導する専門家の必要性が増
しており、とくに平成20年度から実施の特定健診・特定保健指導において運動・身体活動支援を担うことについて、健康運動指導士への期待がますます高まっ
ているところです。
公益財団法人健康・体力づくり事業財団としては、平成19年度に健康運動指導士の養成カリキュラム、資格取得方法等に至るまで大幅な見直しを行なったこと
を踏まえ、ハイリスク者も対象にした安全で効果的な運動指導を行なうことのできる専門家を目指す上で健康運動指導士をまず取得すべき標準的な資格である
と位置付け、質の高い人材の養成、確保を積極的に図っているところです。

2. 健康運動指導士の称号は、このようにして取得します。

健康運動指導士の称号を取得するには、次図のように、健康運動指導士養成講習会を受講するか、又は、健康運動指導士養成校の養成講座を修了して、健康
運動指導士認定試験に合格した上で、健康運動指導士台帳に登録されなければなりません(講習会、養成校の認定、認定試験、登録いずれも当財団が実施)。

3. 健康運動指導士は、このようなところで活躍しております。

令和4年12月1日現在、健康運動指導士として当財団に登録されている方は、全国で18,244人(女性11,594人、男性6,650人)おり、それらの方々の職場は、次
グラフのとおりです。
最近は、病院、老人福祉施設、介護保険施設や介護予防事業等で活躍している方の増加が目立っております。

健康運動指導士養成校のご紹介

資料９
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部活動指導員の制度化について

顧 問

部活動
指導員

顧 問

部活動
指導員

部活動指導員は、部活動の顧問として技術的な指導を行うとともに、担当教
諭等と日常的に指導内容や生徒の様子、事故が発生した場合の対応等につ
いて情報交換を行う等の連携を十分に図る。

部活動指導員の任用

顧 問

教 諭

(役割分担)

連携・協力

ケース２
部活動指導員及び教諭が顧問

ケース１
部活動指導員が顧問

生 徒

担 当
教 諭

生 徒

協力

年間・月間
指導計画の
作成支援等

外部指導者は、顧問の教諭等と連携・協力しながら
部活動のコーチ等として技術的な指導を行う。

外部指導者の活用（従来）

顧 問

教 諭 生 徒

指導・引率

コーチ

外 部
指導者

学校教育法施行規則
第七十八条の二
部活動指導員は、中学校にお
けるスポーツ、文化、科学等に関
する教育活動（中学校の教育
課程として行われるものを除く。）
に係る技術的な指導に従事する。

※ 義務教育学校の後期課程、高
等学校、中等教育学校並びに特
別支援学校の中学部及び高等部
については準用規定。

部活動指導員の制度化
(H29.4.1施行)

＜職 務＞
✓ 実技指導
✓ 安全・障害予防に関する知
識・技能の指導

✓ 学校外での活動(大会・練
習試合等)の引率

✓ 用具・施設の点検・管理
✓ 部活動の管理運営(会計管
理等)

✓ 保護者等への連絡
✓ 年間・月間指導計画の作成
✓ 生徒指導に係る対応
✓ 事故が発生した場合の現場
対応 等

学校設置者は、身分、任用、
職務、災害補償、服務等に関
する事項等必要な事項を定め
た部活動指導員に関する規則
等を策定。

学校設置者及び学校は、部活
動指導員に対し、部活動の位
置付けと教育的意義等につい
て、事前に研修を行うほか、そ
の後も定期的に研修を行う。

規則等の策定

研修の実施

任用に当たっての体制整備

活動中の事故等に対する責任の所在
が不明確であることなどから、外部指
導者だけでは、大会等に生徒を引率
できない

資料10
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周南市
令和2（2020）年3月

令和2（2020）年度～令和11（2029）年度

第3次周南市
健康づくり計画
（第3次周南市食育推進計画・周南市自殺対策計画）

第
３
次
周
南
市
健
康
づ
く
り
計
画
（
第
３
次
周
南
市
食
育
推
進
計
画
・
周
南
市
自
殺
対
策
計
画
）

周
南
市

令
和
２（
２
０
２
０
）年
３
月
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第２章

周南市の現状

－設置等の趣旨（資料）－42－



２ 平均寿命と健康寿命 

ここで言う健康寿命とは「日常生活動作が自立している期間の平均」のことで、平均

寿命から介護が必要になる（介護保険の要介護度 2～5）期間を差し引いた寿命のこと

です。 

本市の平成 27 年の健康寿命は、男性で 79.3 歳、女性で 83.8 歳となっており、平

均寿命と同様、女性の方が高くなっています。しかし、支援や介護が必要となる期間は、

男性の 1.1 年に対し女性は 2.8 年と長くなっています。 

なお、山口県の平均値と比較すると、男女ともに健康寿命は県平均と同水準ですが、

支援や介護が必要となる期間は男女ともやや短くなっています。 

■周南市の平均寿命と健康寿命（平成 27 年）

平均寿命と健康寿命 （単位：歳、年）

平成22年 平成27年 平成22年 平成27年

周南市 78.9 80.4 86.0 86.6

山口県 79.0 80.5 86.1 86.9

周南市 77.6 79.3 83.0 83.8

山口県 77.7 79.2 83.0 83.8

周南市 1.3 1.1 3.0 2.8

山口県 1.3 1.3 3.1 3.1

資料：平均寿命は厚生労働省生命表、健康寿命は山口県健康福祉部健康増進課調べ

項目 区分
男性 女性

平均寿命
（①）

健康寿命
（②）

支援や介護が
必要となる期間

（①-②）

平均寿命 健康寿命 平均寿命と健康寿命の差

75 80 85 90

男
性

女
性

86.6歳

80.4歳

79.3歳

83.8歳

1.1年

2.8年

（歳）
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第３章

健康づくりの目標と取組 

（健康づくり計画）
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１ 健康づくりの基本的な考え方 

（１）健康づくり計画の目標と基本方針

前計画期間中の取組により、市民の健康意識が着実に高まりつつある一方で、前計画

策定時に抽出された本市の健康課題の多くは、現在も残っています。本計画においても、

引き続き「ヘルスプロモーション」の考え方に基づき、これら健康課題の解消を図り、

健康寿命の延伸の実現をめざします。 

本市では、前計画期間中、企業、事業所、関係団体等と連携し、いつでも、どこでも、 

だれでも気軽に取り組める健康づくり「しゅうなんスマートライフチャレンジ」に取り

組み、一定の成果を上げることができました。具体的なチャレンジメニューは、社会の

情勢変化等に伴い、必要に応じて見直すことになりますが、本計画期間中においても、

この取組を本市における健康づくりの主要事業と位置づけ、継続することとします。 

なお、現状と課題の整理及びそれに対する具体的な取組の設定にあたっては、健康づ

くりの 6 つの分野（①栄養・食生活 ②身体活動・運動 ③こころの健康と休養 ④歯・

口腔 ⑤たばこ・飲酒 ⑥健康管理）ごとに整理し、生涯を通じた健康づくりを支援し

ます。 

１ 生活習慣の改善

健 康 寿 命 の 延 伸

２ 健康管理の実践

３ 健康づくり支援のための環境整備

基

本

方

針

【健康づくり計画がめざすもの】
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（２）健康づくり計画の体系

※しゅうなんスマートライフチャレンジとは、国が推進する健康寿命を延ばす国民運動

「スマートライフプロジェクト」の一環として、市民が自発的かつ積極的に健康の維

持増進に取り組めることを目的とし、地域、企業、関係団体等と連携して進める「い

つでも、どこでも、だれでも」気軽に取り組める健康づくりチャレンジです。

◆ １日３食、栄養バランスを考えながら食べよう

◆ 毎食、野菜を食べよう

◆ 塩分をとりすぎないようにしよう

◆ 適正体重を知り、自分に合った食事量にしよう

◆ 日々の生活の中で意識的に身体を動かそう

◆ 自分に合った運動を見つけよう

◆ 積極的に外に出よう

◆ 睡眠による休養の大切さを知り、
十分な睡眠を取ろう

◆ 自分に合ったストレス解消方法を見つけよう

◆ 適切な口腔ケアを実践しよう

◆ 子どもの時からよく噛む習慣を身につけよう

◆ 定期的に歯科健診を受けよう

◆ たばこの健康への影響を理解し、禁煙しよう

◆ 望まない受動喫煙を防止しよう

◆ 適正な飲酒量を守り、休肝日を設けよう

◆ 年に1回健診（検診）を受け、
結果を生活習慣の改善につなげよう

◆ 正しい知識を身につけ、生活習慣を見直そう

◆ 妊産婦・乳幼児健康診査を受けよう

行 動 目 標分 野

健

康

寿

命

の

延

伸

基本目標

歯・口腔

こころの健康と休養

たばこ・飲酒

栄養・食生活

身体活動・運動

健康管理

健
康
寿
命
を
延
ば
す
市
民
運
動

し
ゅ
う
な
ん
ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ
チ
ャ
レ
ン
ジ

主な事業
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（２）目標

◆日々の生活の中で意識的に身体を動かそう

運動は心臓や肺の機能を高め、筋肉や骨を強くします。また、継続的な運動の実施は

肥満の予防、善玉コレステロールの増加など生活習慣病の予防や、ストレス解消にも大

きな効果があります。 

運動習慣を持たない人も、通勤・通学時の歩行や家事など、日常生活の中での活動量

を意識的に増やすことを心がけましょう。 

◆自分に合った運動を見つけ、続けよう

「運動」と聞くだけで「激しいランニングやスポーツをしないといけない」というイ

メージを持ってしまいがちですが、必ずしも激しい運動をする必要はありません。必要

なのは、身体を鍛えるトレーニングではなく、自分の健康を維持増進する程度の運動で

す。ウォーキングやストレッチなど簡単な運動でよく、大切なのは無理せず継続的な運

動を心がけることです。自分に合った運動を見つけて、週末などの余暇時間に取り入れ

ましょう。 

◆積極的に外に出よう

外に出ることは身体を動かすことにつながります。子どもの時から外遊びの習慣を身

につけ、生涯を通して積極的に外に出るよう努めましょう。 

特に、高齢者の閉じこもりは、身体的生活機能だけでなく、精神的・社会的生活機能

の低下を招きます。介護予防の観点からも積極的に短時間でも外出の機会を増やすこと

が重要です。 

また、歩行速度が速い高齢者ほど生活機能を維持しやすく余命も長いことが知られて

います。日頃から積極的に歩くことで、ロコモティブシンドロームを予防しましょう。 

◆ 日々の生活の中で意識的に身体を動かそう

◆ 自分に合った運動を見つけ、続けよう

◆ 積極的に外に出よう
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教育部

令和３年度　周南市教育委員会の重点施策について

所属課 事業名
令和３年度 予算額及び財源内訳

令和３年度実施事業の内容
※（　）：前年度当初予算額 単位：千円

事業目的及び事業概要

《全体事業計画》

事業期間　令和3年度～毎年度実施

概算事業費　2,641千円

《全体事業計画》

事業期間　令和3年度

概算事業費　2,700千円

《全体事業計画》

事業期間：毎年度実施

《全体事業計画》

事業期間：令和2年度～令和5年度

概算事業費：257,386千円

各学校給食センターの円滑な運営により、児童
生徒に安心安全でおいしい学校給食を安定供
給します。

専門的知識・技術を有する外部指導者による指
導により、生徒の技術向上等、部活動の充実を
図ります。教員の部活動指導に係る負担軽減を
図ります。

●市内6か所の学校給食センターの管理運営
●新南陽学校給食センターにおいて、ＰＦＩ事業者が行
う運営・維持管理業務のモニタリングを実施

現計予算額 604,548 ( 599,253 )

財
源

国県 地方債

その他 1,635 一財 602,913

学校給食
課

⑬やまぐち部活動改革
推進事業
≪新規≫

その他

その他

学校教育
課

＊「その他」の財源のうち1,300
千円は「子ども未来夢基金」から
充当

⑭学校給食管理運営事
業
≪継続≫

現計予算額 2,700 ( 0 )

財
源

国県

1,000

2,700 地方債

財
源

一財

15,807

0

国県 地方債 96,900

その他 一財

112,707 ( 5,923 )

2,641 ( 0 )

国県⑫部活動指導員配置事
業
≪新規≫

財
源

1,404 地方債

現計予算額

⑮学校給食センター解
体事業
≪継続≫

●国が進める、休日（土・日・祝日）の部活動に係る地域
スポーツ・文化活動への段階的移行を踏まえ、中学校1
校において地域指導者6名を配置し、実践研究を実施
●教員の休日の部活動指導に係る負担を軽減し、ワー
ク・ライフ・バランスの取れた働き方を推進

●旧徳山西学校給食センターを解体
(1) 解体工事
(2) 解体前の廃棄物処理、工損調査

現計予算額

一財

237

＊「その他」の財源は「子ども未
来夢基金」より全額充当

専門的知識・技術を有する外部指導者による指
導により、生徒の技術向上等、部活動の充実を
図ります。教員の部活動指導に係る負担軽減に
より、生徒指導等、教育環境の充実を図ります。 ●中学校の部活動において、生徒の能力に応じた適切

な練習法の導入等、部活動の質的向上を図るため、専
門的知識・技術を有する外部指導員を6名配置
●教員の部活動指導に係る負担を軽減し、生徒指導や
授業準備等、専門性を活かした業務の時間を確保

新たに新南陽学校給食センターを設置したこと
に伴い、既存の2センター（徳山西、新南陽）を解
体・除去し、その後の土地売却・転用等により、
跡地の有効活用を図ります。

―　4　―
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３．部活動指導員配置事業・やまぐち部活動改革推進事業 

【部活動指導員配置事業（予算額：2,641 千円）】 

○１人ひとりの生徒の能力に応じた適切な練習法の導入等、部活動の質的向上を図るため、専門的知識・技能を有する外部人材６名を

部活動指導員として中学校に配置。

○教員の部活動指導に係る負担軽減等、持続可能な部活動運営体制の構築及び教職員のワーク・ライフ・バランスの実現を図る。

【やまぐち部活動改革推進事業（予算額：2,700 千円）】 

○令和５（2023）年以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向け、地域人材や運営団体の確保、費用負担の在り方等の課題や成果を

整理・検証するため、拠点校（秋月中学校）において実践研究を実施。

○教員の部活動指導に係る負担軽減等、持続可能な地域スポーツ・文化活動組織体制の構築及び教職員のワーク・ライフ・バランスの

実現を図る。

部活動指導員配置事業 やまぐち部活動改革推進事業 

配置校 秋月中（４部活）、岐陽中（１部活）、富田中（１部活） 

秋月中（６部活） 

男子ソフトテニス部、女子ソフトテニス部、 

軟式野球部、卓球部、女子バレーボール部、吹奏楽部 

身 分 市会計年度任用職員として任用された学校職員 地域のスポーツ・文化活動の指導者 

事業内容 

主に平日の部活動において、顧問教諭と連携して指導に

あたるとともに、必要に応じて、休日の指導や大会等へ

も引率指導にあたる。 

休日の部活動を地域部活動とみなし、地域部活動の指導

者として指導。 

勤務（指導）時間 
原則として１日に２時間程度、１週間あたり 7 時間以内

とし、年間２４５時間を上限。 

土・日又は祝日については原則３時間以内、１週間あた

り１日を基本とし、年間４３日を上限。 

大会・練習試合

等の引率 
山口県中学校体育連盟の大会等公式戦にも引率可。 

山口県中学校体育連盟の大会等、学校教育の部活動とし

て参加する大会等には参加できない。練習試合や教会

等、地域のクラブチーム等で参加できるものは参加可。 

-5-－設置等の趣旨（資料）－52－－設置等の趣旨（資料）－52－
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